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第 2章 新規事項を追加する補正(特許法第 17条の 2第 3項) 

 

　目的外補正でないこと
　(第17条の2第5項)
　→第4章参照

　発明の特別な技術的特徴を変更する補正でないこと
　(第17条の2第4項)
　→第3章参照

　新規事項を追加する補正でないこと(第17条の2第3項)
　→本章では、この判断基準を取り扱う。

補正時期

特
許
請
求
の
範
囲

明
細
書

図
面

実体的要件を満たさない場合は、
拒絶理由となる。

実体的要件を満たさない場合は、
補正の却下の対象となる。

・出願 ・最初の拒絶理由通知
・拒絶理由通知を受けた後の
　第48条の7の規定による通知

・最後の拒絶理由通知
・第50条の2の通知を伴う拒絶理由通知
・拒絶査定不服審判請求

 

1. 概要 

 

 特許法は、明細書等について補正をすることを許容している(「第1章 補正

の要件」の1. 参照)。しかし、補正は出願時に遡って効力を有することから、

出願当初の明細書等(以下この部において「当初明細書等」という。)に記載し

た事項の範囲を超える内容を含む補正を出願後に許容することは、先願主義の

原則に反する。 

 そこで、出願人のために補正を許容する一方、先願主義の原則を実質的に確

保し、第三者との利害の調整を図るため、特許法第17条の2第3項は、明細書

等の補正について、当初明細書等に記載した事項の範囲内においてしなければ

ならないことを規定している。すなわち、同項は、新規事項を追加してはなら

ないことを規定している。 

 この規定により、以下の機能が果たされる。 

(i) 出願当初から発明の開示が十分になされるようにして、迅速な権利付

与を担保すること。 
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(ii) 出願当初から発明の開示が十分にされている出願とそうでない出願と

の間の取扱いの公平性を確保すること。 

(iii) 出願時に開示された発明の範囲を前提として行動した第三者が不測の

不利益を被ることのないようにして、第三者の監視負担を軽減するこ

と。 

 本章では、補正が新規事項を追加するものであるか否かの判断基準を取り扱

う。 

 

2. 新規事項の判断に係る基本的な考え方 

 

 審査官は、補正が「当初明細書等に記載した事項」との関係において、新

たな技術的事項を導入するものであるか否かにより、その補正が新規事項を

追加する補正であるか否かを判断する。「当初明細書等に記載した事項」と

は、当業者によって、当初明細書等の全ての記載を総合することにより導かれ

る技術的事項である。 

 補正が「当初明細書等に記載した事項」との関係において、新たな技術的事

項を導入しないものである場合は、その補正は、新規事項を追加する補正でな

い。他方、補正が新たな技術的事項を導入するものである場合は、その補正

は、新規事項を追加する補正である。 

 

(参考) 知財高判平成20年5月30日(平成18年(行ケ)10563号)「ソルダーレジスト」大合議

判決 

「『明細書又は図面に記載した事項』とは，技術的思想の高度の創作である発明につい

て，特許権による独占を得る前提として，第三者に対して開示されるものであるから，こ

こでいう『事項』とは明細書又は図面によって開示された発明に関する技術的事項である

ことが前提となるところ，『明細書又は図面に記載した事項』とは，当業者によって，明

細書又は図面のすべての記載を総合することにより導かれる技術的事項であり，補正が，

このようにして導かれる技術的事項との関係において，新たな技術的事項を導入しないも

のであるときは，当該補正は，『明細書又は図面に記載した事項の範囲内において』する

ものということができる。 

…明細書又は図面に記載された事項は，通常，当該明細書又は図面によって開示された技

術的思想に関するものであるから，例えば，特許請求の範囲の減縮を目的として，特許請

求の範囲に限定を付加する訂正を行う場合において，付加される訂正事項が当該明細書又

は図面に明示的に記載されている場合や，その記載から自明である事項である場合には，

そのような訂正は，特段の事情のない限り，新たな技術的事項を導入しないものであると
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認められ，『明細書又は図面に記載された範囲内において』するものであるということが

できるのであり，実務上このような判断手法が妥当する事例が多いものと考えられる。」 

 

3. 新規事項の具体的な判断 

 

 審査官は、補正が新規事項を追加する補正であるか否かを、以下の3.1から

3.3までに示された補正の類型ごとの判断手法に基づいて判断する。 

 

3.1 当初明細書等に明示的に記載された事項にする補正 

 

 補正された事項が「当初明細書等に明示的に記載された事項」である場合に

は、その補正は、新たな技術的事項を導入するものではないから許される。し

たがって、審査官は、この場合には、補正が新規事項を追加するものでないと

判断する。 

 

3.2 当初明細書等の記載から自明な事項にする補正 

 

 補正された事項が「当初明細書等の記載から自明な事項」である場合には、

当初明細書等に明示的な記載がなくても、その補正は、新たな技術的事項を導

入するものではないから許される。したがって、審査官は、この場合には、補

正が新規事項を追加するものでないと判断する。 

 

 補正された事項が「当初明細書等の記載から自明な事項」といえるために

は、当初明細書等の記載に接した当業者であれば、出願時の技術常識に照らし

て、補正された事項が当初明細書等に記載されているのと同然であると理解す

る事項でなければならない。審査官は、補正された事項が「当初明細書等の記

載から自明な事項」であるか否かを判断するに当たっては、以下の(i)及び(ii)

に留意する。 

 

(i) 補正された事項に係る技術自体が周知技術又は慣用技術であるというこ

とだけでは、「当初明細書等の記載から自明な事項」とはいえない。 

(ii) 当業者であれば、出願時の技術常識に照らして、補正された事項が当初

明細書等の複数の記載から自明な事項と理解する場合もある。当初明細書

等の複数の記載とは、例えば、発明が解決しようとする課題についての記

載と発明の具体例の記載、明細書の記載と図面の記載等である。 
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例：当初明細書等には、弾性支持体を備えた装置が記載されているのみで、特定の

弾性支持体について開示されていない。しかし、当業者であれば、出願当初の図

面の記載及び出願時の技術常識からみて、「弾性支持体」は「つるまきバネ」を

意味していることが自明であると理解するという場合は、「弾性支持体」を「つ

るまきバネ」にする補正が許される。 

 

3.3 各種の補正 

 

 補正された事項が3.1及び3.2のいずれにも該当しない場合であっても、「当

初明細書等に記載した事項」との関係において新たな技術的事項を導入するも

のでなければ、その補正は許される。審査官は、以下の各種の補正ごとに示さ

れた、補正が許される場合及び許されない場合も考慮して、補正が新規事項を

追加するものであるか否かを判断する。 

 

3.3.1 特許請求の範囲の補正 

 

(1) 発明特定事項を上位概念化、削除又は変更する補正の場合 

a 請求項の発明特定事項を上位概念化、削除又は変更する補正は、新たな技

術的事項を導入するものである場合には、許されない。 

b 他方、請求項の発明特定事項を上位概念化、削除又は変更する補正であっ

ても、特に請求項の発明特定事項の一部を削除する場合において、この補

正により新たな技術上の意義が追加されないことが明らかな場合は、新た

な技術的事項を導入するものではない。したがって、このような補正は許

される(例1)。 

 例えば、削除する事項が発明による課題の解決には関係がなく、任意の

付加的な事項であることが当初明細書等の記載から明らかである場合に

は、この補正により新たな技術上の意義が追加されない場合が多い。 

 

(発明特定事項の一部を削除する補正(上記bの例)) 

例1：ダブルへテロ型化合物半導体装置に関する発明の請求項の「ソース、ドレイ

ンを構成する不純物拡散領域」という記載を「ソース、ドレインを構成する不純

物領域」とする補正 

(説明) 

 この例では、出願に係る発明の内容は、活性領域の半導体層を特定の構造と

材料で構成することにあり、当初の請求項では、たまたま、ソース、ドレイン
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は「不純物拡散領域」で構成されると限定されている。しかし、ソース及びド

レインは拡散によるものに限定されず不純物領域でありさえすればよいことが

当初明細書等の記載から自明であり、補正は発明の技術上の意義に何ら変更を

もたらさない。 

 

(2) 発明特定事項を下位概念化又は付加する補正の場合 

a 請求項の発明特定事項の一部を限定して、当初明細書等に明示的に記載さ

れた事項又は当初明細書等の記載から自明な事項まで下位概念化する補正

は、新たな技術的事項を導入するものではないので許される。 

b 請求項の発明特定事項を下位概念化する補正が当初明細書等に明示的に記

載された事項又は当初明細書等の記載から自明な事項までは下位概念化し

ない補正であっても、この補正により新たな技術上の意義が追加されない

ことが明らかな場合であれば、新たな技術的事項を導入するものではな

い。したがって、このような補正は許される(例2及び例3)。 

c 他方、請求項の発明特定事項を下位概念化する補正であっても、この補正

により当初明細書等に記載した事項以外のものが個別化されることになる

場合は、その補正は、新たな技術的事項を導入するものである。したがっ

て、このような補正は許されない。 

 

 なお、上記aからcまでは、発明特定事項を直列的に付加する補正について

も同様である。 

 

(発明特定事項の一部を限定する補正(上記bの例)) 

例2：請求項の「記録又は再生装置」という記載を「ディスク記録又は再生装置」

とする補正 

(説明) 

 この例では、当初明細書等に具体例として記載されているのはCD-ROMを

対象とする再生装置である。一方、当初明細書等のその他の記載では、請求項

に係る発明が記録及び／又は再生装置が動作指令を受けない場合の給電を調節

することによりバッテリの電力消費を低減することを目的とした発明であるこ

と等が記載されている。よって、当初明細書等のその他の記載内容に照らせ

ば、CD-ROMを対象とする再生装置だけでなく、どのようなディスク記録及

び／又は再生装置であっても、適用が可能であることが極めて明らかである。 

 

例3：請求項の「ワーク」という記載を「矩形ワーク」とする補正 

(説明) 
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 この例では、当初明細書等には本願発明のコーティング装置の塗布対象がガ

ラス基板、ウエハ等の「ワーク」であることが明示されている。具体例として

記載されているのは、ほぼ正方形のワークのみである。しかし、「矩形」は代

表的なガラス基板の代表的な形状であることが明らかであるので、「矩形ワー

ク」とする補正は当初明細書等に記載した事項の範囲内でするものである。 

 

(3) 数値限定を追加又は変更する補正の場合 

a 数値限定を追加する補正は、その数値限定が新たな技術的事項を導入する

ものではない場合には、許される。 

 例えば、発明の詳細な説明中に「望ましくは24～25℃」との数値限定

が明示的に記載されている場合には、その数値限定を請求項に追加する補

正は許される。 

 また、24℃と25℃の実施例が記載されている場合は、そのことをもっ

て直ちに「24～25℃」の数値限定を追加する補正が許されることになら

ないが、当初明細書等の記載全体からみて24～25℃の特定の範囲につい

ての言及があったものと認められる場合もある。例えば、24℃と25℃

が、課題、効果等の記載からみて、ある連続的な数値範囲の上限、下限等

の境界値として記載されていると認められる場合である。このような場合

は、実施例のない場合と異なり、数値限定の記載が当初からなされていた

ものと評価でき、新たな技術的事項を導入するものではない。したがっ

て、このような補正は許される。 

b 請求項に記載された数値範囲の上限、下限等の境界値を変更して新たな数

値範囲とする補正は、以下の(i)及び(ii)の両方を満たす場合は、新たな技

術的事項を導入するものではないので許される。 

(i) 新たな数値範囲の境界値が当初明細書等に記載されていること。 

(ii) 新たな数値範囲が当初明細書等に記載された数値範囲に含まれてい

ること。 

 

(4) 除くクレームとする補正の場合 

 「除くクレーム」とは、請求項に記載した事項の記載表現を残したまま

で、請求項に係る発明に包含される一部の事項のみをその請求項に記載した

事項から除外することを明示した請求項をいう。 

 

 補正前の請求項に記載した事項の記載表現を残したままで、補正により当

初明細書等に記載した事項を除外する「除くクレーム」は、除外した後の

「除くクレーム」が新たな技術的事項を導入するものではない場合には、許
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される。 

 以下の(i)及び(ii)の「除くクレーム」とする補正は、新たな技術的事項を

導入するものではないので、補正は許される。 

 

(i) 請求項に係る発明が引用発明と重なるために新規性等(第29条第1項第3

号、第29条の2又は第39条)が否定されるおそれがある場合に、その重な

りのみを除く補正 

 

(説明) 

 上記(i)における「除くクレーム」は、第29条第1項第3号、第29条の2又は第39

条に係る引用発明である、刊行物等又は先願の明細書等に記載された事項(記載

されたに等しい事項を含む。)のみを除外することを明示した請求項である。 

 上記(i)の「除くクレーム」とする補正は、引用発明の内容となっている特定の

事項を除外することによって、補正前の明細書等から導かれる技術的事項に何ら

かの変更を生じさせるものとはいえない。したがって、このような補正は、新た

な技術的事項を導入しないものであることが明らかである。 

 なお、「除くクレーム」とすることにより特許を受けることができる発明は、

引用発明と技術的思想としては顕著に異なり本来進歩性を有するが、たまたま引

用発明と重なるような発明である。引用発明と技術的思想としては顕著に異なる

発明ではない場合は、「除くクレーム」とすることによって進歩性欠如の拒絶理

由が解消されることはほとんどないと考えられる。 

 また、「除く」部分が請求項に係る発明の大きな部分を占めたり、多数にわた

る場合には、一の請求項から一の発明が明確に把握できないことがあるので、審

査官は留意する(「第II部第2章第3節 明確性要件」の2.1(1)参照)。 

 

例4： 

[補正前の請求項] 

陽イオンとしてNaイオンを含有する無機塩を主成分とする鉄板洗浄剤。 

[引用発明] 

陰イオンとしてCO3イオンを含有する無機塩を主成分とする鉄板洗浄剤。 

(具体例：陽イオンをNaイオンとした例) 

(説明) 

 このときに、特許請求の範囲から引用発明との重なりを除外する目的で、特

許請求の範囲を「陽イオンとしてNaイオンを含有する無機塩(ただし、陰イオ

ンがCO3イオンの場合を除く。)……」とする補正は、許される。 
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(ii) 請求項に係る発明が、「ヒト」を包含しているために、第29条第1項柱

書の要件を満たさない、又は第32条に規定する不特許事由に該当する場

合において、「ヒト」のみを除く補正 

 

(説明) 

 「ヒト」を発明対象から除外することによって、上記拒絶理由を解消する上記

(ii)の「除くクレーム」とする補正は、補正前の明細書等から導かれる技術的事

項に何らかの変更を生じさせるものとはいえない。したがって、このような補正

は新たな技術的事項を導入しないものであることが明らかである。 

 

例5： 

[補正前の請求項] 

 配列番号1で表されるDNA配列からなるポリヌクレオチドが体細胞染色体中

に導入され、かつ該ポリヌクレオチドが体細胞中で発現している哺乳動物。 

(説明) 

 この場合は、発明の詳細な説明で「哺乳動物」についてヒトを含まないこと

を明確にしている場合を除き、「哺乳動物」には、ヒトが含まれる。しかし、

ヒト自体をその対象として含む発明は、公の秩序、善良の風俗を害するおそれ

がある発明に該当し、第32条に違反するものである。 

 このときに、特許請求の範囲からヒトを除外する目的で、特許請求の範囲を

「……非ヒト哺乳動物」とする補正は、当初明細書等にヒトを対象外とするこ

とが記載されていなかったとしても許される。 

 

(5) マーカッシュ形式等の択一形式のクレームについてする補正の場合 

a マーカッシュ形式等の択一形式で記載された請求項において、一部の選択

肢を削除する補正は、残った発明特定事項で特定されるものが新たな技術

的事項を導入するものではない場合には許される。 

b 当初明細書等に化学物質が多数の選択肢群の組合せの形で記載されている

場合に、以下の(i)又は(ii)の補正により追加された、又は残された特定の選

択肢の組合せが新たな技術的事項を導入するものではないとは認められな

い場合がある。 

(i) 当初明細書等に記載された多数の選択肢の範囲で特定の選択肢の組

合せを請求項に追加する補正 

(ii) 選択肢を削除した結果として特定の選択肢の組合せが請求項に残る

補正 

 例えば、補正の結果、出願当初に複数の選択肢を有していた置換基につ
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いて選択肢が唯一となり、選択の余地がなくなる場合には、そのような特

定の選択肢の組合せを採用することが当初明細書等に記載されている場合

(下記cの例を参照。)を除き、その補正は許されない。なぜなら、選択肢と

しての当初の記載は、特定の選択肢の採用を意味していたとは認められな

いからである。 

c 他方、選択肢の削除が実施例の記載を伴った選択肢が残るようになされる

ことにより、このようにして残った選択肢が、実施例等の当初明細書等の

全体の記載を基に判断した場合には、新たな技術的事項を導入するもので

はないと認められる場合がある。 

 例えば、当初明細書等に複数の選択肢を有する置換基の組合せの形で化

学物質群が記載されていた場合には、当初明細書等に実施例等で記載され

ていた「単一の化学物質」に対応する特定の選択肢の組合せからなる化学

物質(群)の記載のみを請求項に残す補正は許される。 

 

3.3.2 明細書の補正 

 

(1) 先行技術文献の内容を追加する補正の場合 

a 第36条第4項第2号の規定により、先行技術文献情報(請求項に係る発明に

関連する文献公知発明が記載されていた刊行物の名称その他のその文献公

知発明に関する情報の所在)の記載が求められる(「第II部第1章第3節 先行

技術文献情報開示要件」の2.2.1及び2.3.1参照)。以下の(i)及び(ii)のいずれ

かに該当する補正は、新たな技術的事項を導入するものではないので許さ

れる。 

(i) 先行技術文献情報を発明の詳細な説明に追加する補正 

(ii) その文献に記載された内容を発明の詳細な説明の【背景技術】の

欄に追加する補正 

b しかし、以下の(i)及び(ii)のいずれかに該当する補正は、新たな技術的事項

を導入するものであるので許されない。 

(i) 出願に係る発明との対比等、発明の評価に関する情報や発明の実施

に関する情報を追加する補正 

(ii) 先行技術文献に記載された内容を追加して第36条第4項第1号の不

備を解消する補正 

 

(2) 発明の効果を追加する補正の場合 

a 一般に、発明の効果を追加する補正は、新たな技術的事項を導入するもの

であるので許されない。 
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b しかし、当初明細書等に発明の構造、作用又は機能が明示的に記載されて

おり、この記載から発明の効果が自明な事項である場合は、その発明の効

果を追加する補正は、新たな技術的事項を導入するものではないので許さ

れる。 

 

(3) 不整合記載を解消する補正の場合 

 明細書等の中に矛盾する二以上の記載がある場合であって、そのうちのい

ずれが正しいかが、当初明細書等の記載から、当業者にとって明らかな場合

は、その正しい記載に整合させる補正は、新たな技術的事項を導入するもの

ではないので許される。 

 

(4) 明瞭でない記載を明瞭化する補正の場合 

 それ自体では明瞭でない記載であっても、その本来の意味が、当初明細書

等の記載から当業者にとって明らかな場合は、これを明瞭化する補正は、新

たな技術的事項を導入するものではないので許される。 

 

(5) 具体例を追加する補正の場合 

 一般に、発明の具体例を追加する補正は、新たな技術的事項を導入するも

のであるので許されない。 

 例えば、複数の成分から成るゴム組成物に係る特許出願において、「特定

の成分を追加することもできる」という情報を追加する補正は、一般に、許

されない。 

 同様に、当初明細書等において、特定の弾性支持体を開示することなく、

弾性支持体を備えた装置が記載されていた場合において、「弾性支持体とし

てつるまきバネを使用することができる」という情報を追加する補正は、一

般に、許されない。 

 

(6) 無関係又は矛盾する事項を追加する補正の場合 

 当初明細書等に記載した事項と関係のない事項又は矛盾する事項を追加す

る補正は、新たな技術的事項を導入するものであるので許されない。 

 

例6：発明の詳細な説明に、「一般に孔は釣糸を自在に導入させるべく大きな領域を

確保することが好ましい。竿管に対して竿管の幅方向に長い孔を設ければ、その部

位の強度が大きく低下することになるが、軸長方向に長い長孔を設けて大きさを確

保すれば強度の低下が防止される。」という記載を追加する補正 

(説明) 
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  この例では、当初明細書等には、釣糸を竿管の内部に導入するための管状ガイド

を竿管に嵌め込むことを前提として、竿管にその軸長方向に長い長孔を採用するこ

とが記載されている。管状ガイドを嵌め込むための長孔として、幅方向に長い長孔

は、そもそも採用の余地がないものであるから、幅方向に長い長孔との強度比較を

することは、当初明細書等に記載した事項とは関係がない。よって、補正された事

項は、当初明細書等に記載された技術とは無関係であり、この補正は新規事項を追

加するものである。 

 

4. 新規事項の判断に係る審査の進め方 

 

 新規事項の判断に係る審査の進め方は、以下のとおりである。審査を進める

際は、「第1章 補正の要件」の4. 、「第I部第2章第4節 意見書・補正書等の取

扱い」及び「第I部第2章第6節 補正の却下の決定」も参照。 

 

(1) 審査官は、3.に基づいて、補正が新たな技術的事項を導入しないものであ

るとの心証を得た場合は、新規事項を追加する補正ではないものとして審査

を進める。 

 

(2) 審査官は、3.に基づいて、補正が新たな技術的事項を導入するものである

との心証を得た場合は、新規事項を追加する補正である旨の拒絶理由通知、

補正の却下の決定等をする。拒絶理由通知、補正の却下の決定等をする際に

は、審査官は、新たな技術的事項を導入するものであると判断した補正事項

を指摘するとともに、その理由を具体的に説明する。 

 

(3) 上記(1)及び(2)のいずれにも該当しない場合であっても、以下の(i)及び(ii)

のいずれかに該当するときは、審査官は、その補正が新規事項を追加するも

のとして拒絶理由通知、補正の却下の決定等をする。 

(i) 補正が3.で示された補正が許される態様のいずれにも該当しない場合 

(ii) 出願人による説明がないために、補正内容と当初明細書等に記載し

た事項との対応関係が分からない場合 

 拒絶理由通知、補正の却下の決定等をする際には、審査官は、上記(i)及び

(ii)のいずれかに該当すると考える理由を具体的に説明する。 

 拒絶理由が通知された場合は、出願人は、補正が3.で示された補正が許さ

れる態様に該当する等、新たな技術的事項を導入しないものであることを具

体的に反論、釈明することができる。これにより、審査官が、その補正が新
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たな技術的事項を導入しないものであるとの心証を得た場合は、拒絶理由は

解消する。そのような心証を得ることができなかった場合は、審査官は、新

規事項を追加する補正である旨の拒絶理由に基づく拒絶査定をする。 

 

5. 留意事項 

 

(1) 図面の補正であっても、新たな技術的事項を導入するものでなければ許さ

れる。しかし、補正後の図面は、一般に、新たな技術的事項が導入されてい

ることが多いことに、審査官は留意すべきである。特に、図面に代えて願書

等に添付した写真を、出願後に差し替える場合には、このような補正は新た

な技術的事項を導入するものである場合があるので、審査官は留意する必要

がある。また、図面の記載は必ずしも現実の寸法を反映するものとは限らな

いので、審査官はこのことについても留意する必要がある。 

 

(2) 優先権証明書類等(注)は、明細書等に含まれない。そのため、審査官は、

優先権証明書類等を、新規事項を追加する補正であるか否かの判断の基礎と

することはできない。 

(注) 第43条第2項、第43条の2第1項及び第43条の3に規定されたパリ条約による優

先権等の場合の優先権証明書類等並びに第41条に規定する国内優先権の場合の先

の出願の出願書類 

 

 

(2024.1) 


